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需要即応型生産流通体制緊急整備事業(自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業)

業務方法書

第１章 総 則

（目的）

第１条 この業務方法書は、福島県水田農業産地づくり対策等推進会議（以下「県

推進会議」という ）が行う需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要綱（平。

成21年５月29日付け生産第1530号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」

という ）水田農業構造改革交付金交付要綱（平成16年４月１日付け15生産第81。

13号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という ）及び需要即応型生。

産流通体制緊急整備事業実施要領（平成21年５月29日付け生産第1531号農林水産

省生産局長通知。以下「実施要領」という ）に規定する自給力向上戦略作物等。

緊急需要拡大対策事業（以下「本事業」という ）の業務の方法についての基本。

的事項を定め、もってその業務の適正な運営に資することを目的とする。

（業務運営に関する基本方針）

第２条 県推進会議は、その行う業務の重要性にかんがみ、実施要綱、交付要綱、

実施要領、需要即応型生産流通体制緊急整備事業交付金（うち自給力向上戦略作

物等緊急需要拡大対策事業分。以下「交付金」という ）の交付決定に当たって。

東北農政局長から付された条件、本業務方法書その他の法令等を遵守し、関係機

関との緊密な連絡の下に実施要綱第２の３に基づき行う事業に要する経費を支払

うために必要な資金（以下「資金」という ）を安全に管理しつつ、地域水田農。

業推進協議会（水田農業構造改革対策実施要綱（平成１６年４月１日付け１５生

産第７９９９号農林水産事務次官依命通知）第４の２の(1)に定める地域水田農

業推進協議会をいい、地域水田農業推進協議会が設置されていない地域にあって

は、生産局長が別に定める要件を満たし、原則として市町村の区域をその区域と

する農業者団体、市町村農業委員等により構成される協議会を含む。以下「地域

協議会等」という ）及び食品製造業者等（実施要綱第４の２の（３）の「食品。

製造業者等」という。以下同じ ）に対する本事業に係る助成金の交付その他の。

業務を公正に、適正かつ効率的に運営しなければならない。

２ 県推進会議は、実施要綱、交付要綱、実施要領その他の法令等を遵守するとと

もに、本業務方法書に定めた手続に従って、本事業を行う県内の地域協議会及び

食品製造業者等（以下「事業実施主体」という ）に対し、本事業に係る助成金。

を交付するものとする。

第２章 資金の管理

（資金の管理）

第３条 県推進会議は、要綱第２の１の資金造成事業により造成した資金のうち、

本事業に係るものについて「自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策基金」とし

て、勘定を設け、他の事業に係る経理と区分して整理するものとする。

２ 県推進会議は、本事業に係る交付金の交付は、前項の勘定から行うものととす
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る。

３ 県推進会議は、本事業について、事業実施主体ごとに収支を明確にするものと

する。

４ 県推進会議は、第１項の資金を新ふくしま農業協同組合普通貯金無利息型（決

済用）口座により管理する。

第３章 自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業の実施

（県需要拡大実施方針）

第４条 県推進会議は、実施要領別記２の第３の１に定めるところにより県需要拡

大実施方針を作成し、東北農政局長の承認を受けた場合、事業実施主体に別記様

式第１号により通知するものとする。

（事業実施計画等）

第５条 事業実施主体は、実施要領別記２の第１の１の（１）及び（２）のア、２

の（１）及び（２）のア、３の（１）及び第２並びに第３の３に定めるところに

より、下表に従い、それぞれの事業実施計画等を作成し、県推進会議に提出し、

承認を受けるものとする。

２ 県推進会議は、提出された事業実施計画等の内容について、前条の県需要拡大

方針に即して、審査するものとする。審査は、提出された計画について、実行可

能性、将来性、需要拡大効果、内容の妥当性等を総合的に評価するものとし、そ

の結果、当該計画が優先的に取り組むべき計画として認められた場合、第３条の

基金の範囲内で計画を承認するものとする。

３ 事業実施主体は、前項により承認を受けた事業実施計画等を変更するときは、

下表に示す様式により、変更の申請書を作成し、県推進会議に提出し、承認を受

けるものとする。

事業内容 事業計画の名称 様式

パン・中華めん用小麦 作付計画及び事業実施計画 別記様式第２号
品種の作付

大豆300Ａ技術の実証 大豆300Ａ技術普及計画及び事業実施 別記様式第３号
計画

大豆の複数年契約栽培 大豆の安定供給計画及び事業実施計 別記様式第４号
の推進 画

米粉用米・飼料用米の 米粉用米・飼料用米の安定供給計画 別記様式第５号
複数年契約栽培の推進 及び事業実施計画

食品製造業者等による 需要拡大計画及び事業実施計画 別記様式第６号
国産原材料を用いた商
品開発等の取組

推進事務の取組 推進事務実施計画 別記様式第７号
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第４章 助成金の交付

（助成金の交付）

第６条 事業実施主体は、本事業の実施に必要な経費について、別記様式第８号に

より、県推進会議に交付を申請するものとする。

２ 県推進会議は、事業実施主体より、本事業の交付申請があった場合には、申請

内容について審査し、交付決定した場合において、別記様式第９号により、事業

実施主体に通知するものとする。

３ 事業実施主体は、前項の経費について、別記様式第10号により、事業が完了す

る以前に概算払を請求することができるものとする。

４ 県推進会議は、事業実施主体から、第１項及び第２項の交付申請及び概算払請

求があり、その内容が適性であると認められた場合には第３条の基金から、別記

様式第11号により、速やかに概算金額を事業実施主体に交付するものとする。

５ 県推進会議は、食品製造業者等から交付金の交付申請があった場合は、請求申

請のほか、当該業者の営業経歴書、登記簿謄本、財務諸表類、納税証明書、その

他必要と認めた書類等を求めることができるものとする。

（交付金の返納）

第７条 本事業の助成金の交付を受けた事業実施主体は、助成金を受けた後に助成

要件を満たさないこと等が判明した場合には、助成金の全部又は一部を県推進会

議に返納しなければならない。

２ 県推進会議は、事業実施主体が実施要綱、実施要領その他の法令等に違反した

と認めた場合又は本業務方法書に定めた手続に従っていないと認めた場合には、

助成金の全部又は一部について、返納を求めるものとする。この場合、県推進会

議は、違反等の内容、返納の額及び返納の期日を記載した書面を事業実施主体に

送付しなければならない。

３ 前項の助成金の返納を求められた事業実施主体は、前項の期日までに求められ

た額を県推進会議に返納しなければならない。

４ 県推進会議は、第１項及び３項により、事業実施主体から助成金の交付金の返

還を受けた場合、当該返還金を第３条の基金に繰り入れるものとする。ただし、

本事業終了後に助成金の返還を受けた場合、当該返還金は国庫に返納するものと

する。

（事業の中止又は廃止）

第８条 事業実施主体は、事業の遂行が困難になった場合には、速やかに県推進会

議に報告してその指示を受けなければならない。この指示を求める場合には、事

業実施主体は、事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂行状況を記載した書

類を県推進会議会長に提出しなければならない。

第５章 報 告

（事業承認及び資金管理状況の報告）

、 、 、第９条 県推進会議は 平成22年３月末日から６ヶ月ごとに 東北農政局長に対し



- 4/4 -

需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物）.jtd

別紙様式第12号により事業計画の承認状況及び資金の管理状況を報告するものと

する。

（事業実施状況の報告）

第10条 事業実施主体は、事業が完了した日から30日以内または平成23年４月末日

のいずれか早い期日までに県推進会議に対して、別記様式第13号により、事業の

実績を報告し、助成金の精算を行うものとする。

２ 県推進会議は、第１項の精算により、事業実施主体から助成金の返還を受けた

場合は、その金額を第３条の基金に繰り入れるものとする。

３ 県推進会議は、事業の実施状況について、事業実施主体からの報告を取りまと

め、平成23年７月15日まで実施要領別記２の別記様式第８号により、東北農政局

長に報告するものとする。

第６章 雑 則

（事業期間）

第11条 本対策の事業期間は、実施要綱施行日から平成23年３月31日までとする。

２ 県推進会議は、本事業が終了した場合において、第１項の基金になお残余があ

るときには、国に返還するものとする。

（帳簿の備付け等）

第12条 事業実施主体は、本事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、

かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整理するとともに、これらの帳簿

及び証拠書類を助成金を受領した会計年度の翌年度から５年間保存するものとす

る。

２ 県推進会議は、必要に応じて、事業実施主体に対し、本事業に係る経理内容を

調査し、県推進会議への交付金の請求の基礎となった関係書類等の閲覧を求める

ことができるものとする。

（その他）

第13条 本業務方法書に定めるもののほか、本事業に係る業務の方法についての細

部の事項については、必要に応じて、県推進会議会長が別に定めるものとする。

附 則

この業務方法書は、東北農政局長の承認のあった日から施行する。



別記様式第１号（県推進会議用）

番　　　　　号
年　　月　　日

○○地域水田農業推進協議会（○○食品製造業者殿）

住所
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議
会長 【印】

添付書類：福島県需要拡大実施方針等

　　○○○○　殿

福島県需要拡大実施方針の通知

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要綱（平成21年５月29日付け21生産第1530号農林
水産事務次官依命通知）第２の３に定める事業を実施するため、需要即応型生産流通体制緊急整
備事業実施要領（平成21年５月29日付け21生産第1531号農林水産省生産局長通知）別記２の第３
の１の規定に基づき、「福島県需要拡大実施方針」を作成し、国により承認を受けたので、下記の関
係書類を添えて通知する。



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○地域水田農業推進協議会
会長 【印】

添付書類：○○協議会のパン・中華めん用小麦品種の作付計画及び事業実施計画

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要綱（平成21年５月29日付け21生産第1530号
農林水産事務次官依命通知）第２の３に定める事業を実施したいので、需要即応型生産流通
体制緊急整備事業実施要領（平成21年５月29日付け21生産第1531号農林水産省生産局長
通知）別記２の第３の３の規定に基づき、パン・中華めん用小麦品種の作付計画及び事業実
施計画を作成（変更）したので、下記の関係書類を添えて承認を申請する。

パン・中華めん用小麦品種の作付計画及び事業実施計画の申請（変更）

別記様式第２号（地域水田農業推進協議会用）



別記様式第２号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

(1)パン・中華めん用小麦の作付計画と所要見込み額

うち根雪前播
種技術導入
作付面積
（ha）

うち根雪前播
種技術導入
作付面積
（ha）

うち根雪前播
種技術導入
作付面積
（ha）

(2)パン・中華めん用小麦品種の作付計画に関する助成金の使途

注：①及び②のいずれかに助成金を使用したか具体的に記入すること。

交付単価
（円/10a）

作付拡大
目標面積
（ha）

品種名

交付単価
（円/10a）

所要見込み
額（円）

販売先
作付目標
面積（ha）

21年産

パン・中華めん用
小麦計

23年産

① パン・中華めん用
小麦品種の作付に
取り組む生産者等に
対する助成

② パン・中華めん用
小麦品種の生産に
必要な資材及び機材・
機械の共同購入

22年産

販売先
作付目標
面積（ha）

販売先
所要見込み
額（円）





番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○地域水田農業推進協議会
会長 【印】

添付書類：○○協議会の大豆３００Ａ技術普及計画及び事業実施計画

大豆３００Ａの技術普及計画及び事業実施計画の申請（変更）

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要綱（平成21年５月29日付け21生産第1530号農林
水産事務次官依命通知）第２の３に定める事業を実施したいので、需要即応型生産流通体制緊急整
備事業実施要領（平成21年５月29日付け21生産第1531号農林水産省生産局長通知）別記２の第３
の３の規定に基づき、大豆３００Ａ技術普及計画及び事業実施計画を作成（変更）したので、下記の
関係書類を添えて承認を申請する。

別記様式第３号（地域水田農業推進協議会用）



別記様式第３号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

大豆３００Ａ技術等普及計画及び事業実施計画書

（１）地域における大豆作の課題と技術実証の内容

（２）大豆３００Ａ技術等の導入状況と目標面積

（３）大豆３００Ａ技術等の所要見込み額

地域名
（予定）

技術名
実証ほ設置
計画面積（ha）

交付単価
（円/10a）

所要見込み額
（円）

地域名
（予定）

技術名
実証ほ設置
計画面積（ha）

交付単価
（円/10a）

所要見込み額
（円）

(４)助成金の使途

実証地区における大豆作の課題
技術実証の内容

大豆３００A技術の普及により期待される効果
２１年度 ２２年度

①実証ほを設置した生産者等
に対する助成

②その他実証ほの設置に要す
る経費

21年産 22年産

目標（　　　年産）

使途の種類 具体的な内容

技術名 現状（　　　年産）



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○地域水田農業推進協議会
会長 【印】

添付書類：○○協議会の大豆の安定供給計画及び事業実施計画

大豆の安定供給計画及び事業実施計画の申請（変更）

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要綱（平成21年５月29日付け21生産第1530号農林水
産事務次官依命通知）第２の３に定める事業を実施したいので、需要即応型生産流通体制緊急整備
事業実施要領（平成21年５月29日付け21生産第1531号農林水産省生産局長通知）別記２の第３の３
の規定に基づき、大豆の安定供給計画及び事業実施計画を作成（変更）したので、下記の関係書類
を添えて承認を申請する。

別記様式第４号（地域水田農業推進協議会用）



別記様式第４号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

大豆安定供給計画及び事業実施計画書

（１）契約者名

注）売り手及び買い手以外の第３者に委託して契約を締結する場合は仲介者欄に委託先の名称を記入すること

（２）大豆の複数年栽培契約の取組目標と所要見込み額

数量（kg）
契約価格
（円/60kg）

交付単価
（円/60kg）

所要見込み額
（円）

数量（kg）
契約価格
（円/60kg）

交付単価
（円/60kg）

所要見込み額
（円）

数量（kg）
契約価格
（円/60kg）

数量（kg）
契約価格
（円/60kg）

(３)助成金の使途

24年産（計画）

売り手 買い手 仲介者 　

21年産（計画）

具体的な内容

22年産（計画） 23年産（計画）

①栽培契約を締結した生産者等
に対する助成

②食品製造業者への大豆の運
送、保管に要する経費

③その他複数年契約の推進に
不可欠な経費

契約栽培の産地
品種銘柄等

計

使途の種類



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○地域水田農業推進協議会
会長 【印】

添付書類：○○協議会の米粉用米・飼料用米の安定供給計画及び事業実施計画

米粉用米・飼料用米の安定供給計画及び事業実施計画の申請（変更）

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要綱（平成21年５月29日付け21生産第1530号農林
水産事務次官依命通知）第２の３に定める事業を実施したいので、需要即応型生産流通体制緊急
整備事業実施要領（平成21年５月29日付け21生産第1531号農林水産省生産局長通知）別記２の
第３の３の規定に基づき、米粉用米・飼料用米の安定供給計画及び事業実施計画を作成（変更）し
たので、下記の関係書類を添えて承認を申請する。

別記様式第５号（地域水田農業推進協議会用）



別記様式第５号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

米粉用米・飼料用米安定供給計画及び事業実施計画

（１）契約者名

注）売り手及び買い手以外の第３者に委託して契約を締結する場合は仲介者欄に委託先の名称を記入すること

（２）米粉用米、飼料用米の生産状況と今後の見込み

（３）複数年契約の内容（事業量見込み）

数量（kg） 面積（ha）
価格

（円/60kg）
所要見込
み額（円）

数量（kg） 面積（ha）
価格

（円/60kg）
所要見込
み額（円）

数量（kg） 面積（ha）
価格

（円/60kg）
数量（kg） 面積（ha）

価格
（円/60kg）

(４)助成金の使途

24年産

契約（見込み）数量及び面積

作付面積　（単位：ｈａ）
品種名

24年産（見込み）

21年産 23年産

23年産（見込み）22年産（見込み）21年産（見込み）

②その他複数年契約の推進に不可欠な経
費

具体的な内容

①栽培契約を締結した生産者等に対する助
成

使途の種類

用途

売り手 仲介者買い手

産地・地域名

用途産地・地域名

22年産品種名

20年産



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○食品製造業者等
代表取締役社長 【印】

添付書類：国産の小麦、大麦・はだか麦、大豆及び米粉用米・飼料用米の需要拡大計画及び事業実施計画

需要拡大計画及び事業実施計画の申請（変更）

別記様式第６号（食品製造業者等用）

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要綱（平成21年５月29日付け21生産第1530号農林水産事務次
官依命通知）第２の３に定める事業を実施したいので、需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要領（平
成21年５月29日付け21生産第1531号農林水産省生産局長通知）別記２の第３の３の規定に基づき、国産の小
麦、大麦・はだか麦、大豆及び米粉用米・飼料用米の需要拡大計画及び事業実施計画を作成（変更）したの
で、下記の関係書類を添えて承認を申請する。



別記様式第６号添付書類（食品製造業者等用）

（１）　需要拡大計画

原材料名 産地名 現状（     年度） 見込み（３年目）

注：当年産は、（２）の商品開発を契機として生じる需要拡大分も含んでいるので、（２）の概要と一致するものではない。

（２）　国産麦、大豆及び米粉用米、飼料用米を用いた商品開発の概要

原材料名 品種名 産地名 使用数量（kg） 要する経費（円）① 使用数量（kg） 要する経費（円）②

合　　計

注：国産原材料については、麦、大豆、米粉用米及び飼料用米の別とその品種、産地（例：○○県産、○○県○○地域産など）を記載する。
　　商品の開発等に要する経費の詳細が分かる資料を添付すること。

うち助成金額（円）開発する商品

国産原材料 ２１年産
商品の開発等に要す
る経費（円）①＋②

２２年産

国産麦、大豆及び米粉用米、飼料用米の需要拡大計画及び事業実施計画

原材料 使用量（kg）

品種名



別記様式第６号添付書類（食品製造業者等用）

（３）　助成金の使途
○商品開発の概要（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

21年度 22年度

※（２）の「商品開発等の概要」ごとに記入。

⑥県産品展示会等への出展に要する経費

合　　　計

⑦商品の意匠・商標等の開発及びその登録に要する経費

②製造方法の改良のための試験及び分析に要する経費

④新商品の開発委託費に要する経費

⑤新商品の評価に要する経費

主な取組内容

③商品開発に必要となる備品のリース経費

所要見込額（円）

①商品の開発に要する原材料費、資材費及び当該商品の宣伝に要
する試供品の原材料費及び資材費



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○地域水田農業推進協議会
会長 【印】

添付書類：推進事務実施計画

推進事務実施計画の申請（変更）

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要綱（平成21年５月29日付け21生産第1530号農林水産事務
次官依命通知）第２の３に定める事業を実施したいので、需要即応型生産流通体制緊急整備事業実施要領
（平成21年５月29日付け21生産第1531号農林水産省生産局長通知）別記２の第３の３の規定に基づき、本事
業に係る推進事務実施計画を作成（変更）したので、下記の関係書類を添えて承認を申請する。

別記様式第７号（地域水田農業推進協議会用）



別記様式第７号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

推進内容 交付額（円）

合　　　　計



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○地域水田農業推進協議会
会長 【印】

１　申請月日：

２　申請者：

３　事業内容：

４　申請額：

添付書類：自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施計画

別記様式第８号（地域水田農業推進協議会用）

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）
業務方法書第６条第１項の規定に基づき下記のとおり、交付を申請（変更）する。

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業の交付申請（変更）



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○食品製造業者等
代表取締役 【印】

１　申請月日：

２　申請者：

３　事業内容：

４　申請額：

添付書類：自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施計画

別記様式第８号（食品製造業者等用）

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業の交付申請（変更）

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務方法書
第６条第１項の規定に基づき下記のとおり、交付を申請（変更）する。



別記様式第９号（県推進会議用）

番　　　　　号
年　　月　　日

○○地域水田農業推進協議会（○○食品製造業者殿）

住所
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議
会長 【印】

１　申請月日：

２　申請者：

３　交付金額： 円

４　事業内容：

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業の交付決定

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務方法
書第６条第２項の規定に基づき下記のとおり、交付決定をする。

　　○○○○　殿



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○地域水田農業推進協議会
会長 【印】

１　申請月日

２　請求額 円

３　事業内容

４　振込先

添付書類：自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施計画

別記様式第10号（地域水田農業推進協議会用）

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務
方法書第６条第３項の規定に基づき下記のとおり、概算払いを請求する。

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業の概算払い請求



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○食品製造業者等
代表取締役 【印】

１　申請月日

２　請求額 円

３　事業内容

４　振込先

添付書類：自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施計画

別記様式第10号（食品製造業者等用）

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業の概算払い請求

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務方法
書第６条第３項の規定に基づき下記のとおり、概算払いを請求する。



番　　　　　号
年　　月　　日

○○地域水田農業推進協議会

住所
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議
会長 【印】

１　既交付金額 （うち国費：　　　　　円）

２　今回交付金額 （うち国費：　　　　　円）

３　振込先

　　○○○○　殿

別記様式第11号（地域水田農業推進協議会用）

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業交付金の交付額について

　平成○年○月○日付け○第○号で請求のあった需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向
上戦略作物緊急需要拡大対策事業）に係る助成金については、下記のとおり交付したので、需要即応型
生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務方法書第６条第４項の
規定に基づき通知する。



別記様式第11号（食品製造業者等用）

番　　　　　号
年　　月　　日

○○食品製造業者等

住所
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議
会長 【印】

１　既交付金額 （うち国費：　　　　　円）

２　今回交付金額 （うち国費：　　　　　円）

３　振込先

　　○○○○　殿

　平成○年○月○日付け○第○号で請求のあった需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力
向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）に係る助成金については、下記のとおり交付したので、需要
即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務方法書第６
条第４項の規定に基づき通知する。

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業交付金の交付額について



別記様式第12号（県推進会議用）

番　　　　　号
年　　月　　日

東北農政局長　　殿
（福島農政事務所長経由）　　
　

住所
福島県水田農業産地づくり対策等推進会議
会長 【印】

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務方法書第９条
の規定に基づき、自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業承認・資金管理状況報告書を作成（変更）し
たので、下記の関係書類を添えて報告する。

添付書類：自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業の承認・資金管理管理状況報告書

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業承認・資金管理状況報告書



別記様式第12号添付書類（県推進会議用）

事業計画提出数 事業計画承認数 交付予定金額（円） 交付予定残額（円） 事業計画提出数 事業計画承認数 交付金額（円） 交付予定残額（円）

事業計画提出数 事業計画承認数 交付予定金額（円） 交付予定残額（円） 事業計画提出数 事業計画承認数 交付金額（円） 交付予定残額（円）

事業計画提出数 事業計画承認数 交付予定金額（円） 交付予定残額（円） 事業計画提出数 事業計画承認数 交付金額（円） 交付予定残額（円）

事業計画提出数 事業計画承認数 交付予定金額（円） 交付予定残額（円）

○○協議会自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業承認・資金管理管理状況報告書

～平成２３年３月

平成２２年１２月～平成２３年２月

平成２２年６月～平成２２年８月

平成２１年１２月～平成２２年２月平成２１年９月～１１月

平成２２年３月～５月

平成２２年９月～１１月



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○地域水田農業推進協議会
会長 【印】

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業実施報告書

添付書類：○○協議会自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施報告書

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務方法書第１０
条第１項の規定に基づき、自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施報告書を作成（変更）し
たので、下記の関係書類を添えて報告する。

別記様式第13号（地域水田農業推進協議会用）



別記様式第13号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

(1)パン・中華めん用小麦の作付実績又は計画と交付額

うち根雪前播
種技術導入
作付面積
（ha）

うち根雪前播
種技術導入
作付面積
（ha）

うち根雪前播
種技術導入
作付面積
（ha）

(2)パン・中華めん用小麦品種の作付計画に関する助成金の使途

注：①及び②のいずれかに助成金を使用したか具体的に記入すること。

販売先
作付拡大
目標面積
（ha）

交付単価
（円/10a）

交付額（円）

② パン・中華めん用
小麦品種の生産に
必要な資材及び機材・
機械の共同購入

販売先

パン・中華めん用
小麦計

22年産 23年産

作付目標
面積（ha）

21年産

販売先 交付額（円）

品種名

① パン・中華めん用
小麦品種の作付に
取り組む生産者等に
対する助成

作付目標
面積（ha）

交付単価
（円/10a）



別記様式第13号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

大豆３００Ａ技術等普及実績又は計画及び事業実施報告書

（１）地域における大豆作の課題と技術実証の内容

（２）大豆３００Ａ技術等の導入状況と目標面積

（３）大豆３００Ａ技術等の所要額

地域名 技術名
実証ほ設置
計画面積（ha）

交付単価
（円/10a）

交付額（円）
地域名
（予定）

技術名
実証ほ設置
計画面積（ha）

交付単価
（円/10a）

交付額（円）

(４)助成金の使途

実証地区における大豆作の課題
技術実証の内容

大豆３００A技術の普及により期待される効果
２１年度 ２２年度

技術名 現状（　　　年産） 目標（　　　年産）

①実証ほを設置した生産者等
に対する助成

②その他実証ほの設置に要す
る経費

21年産 22年産

使途の種類 具体的な内容



別記様式第13号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

大豆安定供給計画及び事業実施報告書

（１）契約者名

注）売り手及び買い手以外の第３者に委託して契約を締結する場合は仲介者欄に委託先の名称を記入すること

（２）大豆の複数年栽培契約の取組目標と交付額

数量（kg）
契約価格
（円/60kg）

交付単価
（円/60kg）

交付額（円） 数量（kg）
契約価格
（円/60kg）

交付単価
（円/60kg）

交付額（円） 数量（kg）
契約価格
（円/60kg）

数量（kg）
契約価格
（円/60kg）

(３)助成金の使途

24年産（実績又は計画）

売り手 買い手 仲介者 　

21年産（実績）

具体的な内容

22年産（実績又は計画） 23年産（実績又は計画）

①栽培契約を締結した生産者等
に対する助成

②食品製造業者への大豆の運
送、保管に要する経費

③その他複数年契約の推進に不
可欠な経費

契約栽培の産地
品種銘柄等

計

使途の種類



別記様式第13号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

米粉用米・飼料用米安定供給計画及び事業実施報告

（１）契約者名

注）売り手及び買い手以外の第３者に委託して契約を締結する場合は仲介者欄に委託先の名称を記入すること

（２）米粉用米、飼料用米の生産状況実績と今後の見込み

（３）複数年契約の内容（事業量実績又は計画）

数量（kg） 面積（ha）
価格

（円/60kg）
交付額
（円）

数量（kg） 面積（ha）
価格

（円/60kg）
交付額
（円）

数量（kg） 面積（ha）
価格

（円/60kg）
数量（kg） 面積（ha）

価格
（円/60kg）

(４)助成金の使途

売り手 買い手 仲介者

産地・地域名 用途 品種名
作付面積　（単位：ｈａ）

20年産 21年産（実績） 22年産（実績又は計画） 23年産（実績又は計画） 24年産（実績又は計画）

産地・地域名 用途 品種名

契約（実績又は計画）数量及び面積

21年産 22年産 23年産 24年産

②その他複数年契約の推進に不可欠な経
費

使途の種類 具体的な内容

①栽培契約を締結した生産者等に対する助
成



別記様式第13号添付書類（地域水田農業推進協議会用）

推進内容 交付額（円）

合　　　　計



番　　　　　号
年　　月　　日

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議会長

住所
○○食品製造業者等
代表取締役社長 【印】

自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業実施報告書

添付書類：自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施報告書

　需要即応型生産流通体制緊急整備事業（自給力向上戦略作物緊急需要拡大対策事業）業務方法書
第１０条第１項の規定に基づき、自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施報告書を作
成（変更）したので、下記の関係書類を添えて報告する。

別記様式第13号（食品製造業者等用）



別記様式第13号添付書類（食品製造業者等用）

国産麦、大豆及び米粉用米、飼料用米の需要拡大計画及び事業実施計画（又は自給力向上戦略作物等緊急需要拡大対策事業事業実施報告）

（１）　需要拡大計画

原材料名 産地名 現状（     年度） 見込み（３年目）

注：当年産は、（２）の商品開発を契機として生じる需要拡大分も含んでいるので、（２）の概要と一致するものではない。

（２）　国産麦、大豆及び米粉用米、飼料用米を用いた商品開発の概要

原材料名 品種名 産地名 使用数量（kg） 要する経費（円）① 使用数量（kg） 要する経費（円）②

合　　計

注：国産原材料については、麦、大豆、米粉用米及び飼料用米の別とその品種、産地（例：○○県産、○○県○○地域産など）を記載する。
　　商品の開発等に要する経費の詳細が分かる資料を添付すること。

原材料 使用量（kg）

品種名

うち助成金額（円）

２１年産 ２２年産
商品の開発等に要す
る経費（円）①＋②

開発する商品

国産原材料



別記様式第13号添付書類（食品製造業者等用）

（３）　助成金の使途
○商品開発の概要（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

21年度 22年度

※（２）の「商品開発等の概要」ごとに記入。

主な取組内容
所要見込額（円）

①商品の開発に要する原材料費、資材費及び当該商品の宣伝に要
する試供品の原材料費及び資材費

②製造方法の改良のための試験及び分析に要する経費

④新商品の開発委託費に要する経費

③商品開発に必要となる備品のリース経費

⑥県産品展示会等への出展に要する経費

⑤新商品の評価に要する経費

⑦商品の意匠・商標等の開発及びその登録に要する経費

合　　　計




